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受 理 番 号 陳情第７５号 

件 名 
広島市の平和行政と国際連携の再構築に向けた総合的検証の実施

を求めることについて 
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広島市が米国政府と締結した平和記念公園とパールハーバー国立

記念公園との姉妹公園協定を総合的に検証し、広島の名が核使用の

正当化に利用されることを防ぎ、市民自治と国際的責任を両立させ

るための制度的枠組みを構築していただくよう陳情する。 

 

理由 

１ 陳情の趣旨（要旨） 

広島市が２０２３年のＧ７広島サミット後に締結したパールハ

ーバー国立記念公園との姉妹公園協定（以下「協定」という。）

は、手続的正統性の欠如と国際的誤解を招く危険性を抱えており、

２０２８年の更新に際しては、更新凍結（更新しない）を前提と

した総合的検証プロセスが不可欠である。 

あわせて、広島の平和行政が戦後一貫して抱えてきた「米国の

核攻撃責任を曖昧にしてきた構造」を検証し、原爆慰霊碑文言問

題（亀井静香氏の問題提起）を含め、広島の歴史的態度を再評価

する必要がある。本提言は、広島の名が核使用の正当化に利用さ

れることを防ぎ、市民自治と国際的責任を両立させるための制度

的枠組みの構築を目的とする。 

２ 協定の問題点と更新凍結の必要性 

⑴ 手続の正統性の欠如 

議会の批准に準じる手続なし。市民意見聴取なし。第三者検 

証なし。Ｇ７広島サミット後の「拙速な締結」。→市民自治の 

観点から重大な瑕疵
か し

がある。 

⑵ 国際的誤解を生む危険性 

米国政府は、原爆投下について謝罪も反省もない。こうした 

中での米国政府を相手方とした協定は、海外で以下の誤解を生 

む可能性がある。「広島は米国の核使用を許した」、「核攻撃 

は最終的に正当化された」、「核使用の政治的コストが下がっ 

た」。これは、米国・ロシア・中国・北朝鮮（金正恩氏）・フ 

ランス・英国・イスラエル・インド・パキスタンなどの核保有 

国に対し、核使用のハードルを下げる危険なシグナルとなる。 
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⑶ 更新凍結（更新しない）を前提とした検証プロセスの必要性

を提案する。 

プロセスは次のとおり。２０２８年の協定更新を凍結（更新

しない)とする。第三者委員会（国際法・歴史学・外交・市民

代表）を設置。議会・市民参加型の公開討議を実施。協定の国

際的影響・歴史的妥当性を総合評価。必要なら新たな国際連携

枠組みを再構築。 

３ 原爆慰霊碑文言問題の再検証（亀井静香氏の問題提起） 

⑴ 碑文の構造的問題「安らかに眠って下さい 過ちは繰返しま

せぬから」 

この「過ち」が誰の過ちかをめぐり、日本の戦争責任を指す

のか、米国の核攻撃責任を含むのかという解釈が曖昧なまま放

置されてきた。 

⑵ 亀井静香氏の問題提起の核心 

亀井氏は以下を指摘した。「過ち」を日本の戦争責任だけに  

限定するのは不十分。米国の核攻撃責任を曖昧にすることは核 

使用の正当化につながる。広島は「戦争の反省」と「核攻撃批 

判」を両立させるべき。これは、広島の平和行政が抱えてきた 

構造的問題を突いた重要な論点である。 

⑶ なぜ当時、左派が反発したのか。 

日本の加害責任を相対化されることへの警戒。米国批判が“ 

反米”と攻撃される政治環境。 

⑷ 本来の論点：加害の反省と核批判は両立する。 

国際的には、「加害の反省」と「核攻撃批判」は矛盾しない  

という立場が主流である。筆者は在日コリアン慰霊碑に毎年参 

拝してきた。このことはその両立の実践的証明である。  

４ 広島平和行政の戦後史の構造的問題 

広島は以下の三重構造により、米国の核責任を語りにくい都市 

となってきた。保守：日米同盟への配慮。左派：日本の加害責任 

を重視するあまり米国批判が弱まる。市長選：自民＋立憲の相乗 

り構造。この構造が、協定の拙速な締結や碑文問題の曖昧化につ 

ながっている。 

５ 提言：広島平和行政の再構築に向けた制度設計 

⑴ 第三者委員会の設置（国際法・歴史学・外交・市民代表） 

協定の国際的影響、原爆慰霊碑文言の歴史的検証、広島平和 

行政の戦後史の総括を包括的に扱う。 
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⑵ 市民参加型の公開討議の制度化 

市民会議公開ヒアリング若者・被爆二世三世・在日コリアン  

など多様な当事者の参加。 

⑶ 国際連携の再構築 

核兵器禁止条約（ＴＰＮＷ）加盟国や平和首長会議との連携 

強化。協定は凍結し、必要なら新たな枠組みを再設計。「核使 

用の正当化に利用されない国際連携」を原則化。 

６ 結語：広島の名を核使用の免罪符にさせないために 

広島は、世界で唯一の被爆都市として、核使用の正当化に利用

されない責任を負っている。そのためには、協定の更新凍結、慰

霊碑文言問題の再検証、平和行政の戦後史の総括、市民自治の回

復が不可欠である。本提言が、建設的な議論の一助となることを

願う。 

 


